
１．現状

○ 障害者自立支援法第２条には、市町村の責務として、「障害者に対する虐
待の防止及びその早期発見のために関係機関と連絡調整を行うことその他
障害者等の権利の擁護のために必要な援助を行うこと」等が規定されている。

○ 各都道府県に対する通知等により、虐待を受けた障害者の一時的な保護、
他施設への入所措置等虐待の防止のための適切な対応を行うよう要請して
いる。

２．平成22年度予算における対応

障害者の虐待防止のための取組について

○ 障害者の虐待を防止するために、家庭訪問の実施や相談窓口の体制強化
等を含めた地域における連携体制の整備等を行う都道府県に対し補助を行う
事業を創設。（予算額：約４億７千万円）（新規）【別紙１】
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３．今後の方向

○ 障害者制度改革については、本年１月12日から、障害当事者等からなる「
障がい者制度改革推進会議」において、議論が行われている。
障害者の虐待防止法制の在り方についても、推進会議での論点の一つとし

て取り上げられている。

（参考）議員立法の動向

・平成21年７月９日（第171回通常国会） 民主党・社会民主党・国民新党 衆議院に提出

「障がい者虐待の防止、障がい者の介護者に対する支援等に関する法律案」【別紙２】

→ 平成21年７月の衆議院の解散に伴い廃案

・平成21年７月９日（第171回通常国会） 自由民主党・公明党 衆議院に提出

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律案」

→ 平成21年７月の衆議院の解散に伴い廃案

→ 平成21年11月25日（第173回臨時国会） 衆議院に再提出、継続審議
（再提出の際には、みんなの党も提出会派として追加）
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○障害者虐待防止対策支援事業費（平成２２年度予算・新規事項） ４６１，５８７千円
１ 事業概要

障害者に対する虐待の防止や虐待を受けた者に対する支援等を行うため、地域における連携体制の整備や支援体制の
強化を行う事業に要する費用を都道府県に対して補助する。

２ 主な事業内容
（１）地域協力体制整備事業

・ 以前に虐待のあった家庭等に対し相談支援事業者等が訪問して相談を実施、相談窓口の体制強化、虐待を受けた障
害者の一時保護を行うための居室の確保等

（２）障害者虐待防止・権利擁護研修事業
・ 施設従事者等に対する虐待防止等に関する研修
・ 相談窓口職員に対する虐待の防止や虐待を受けた者の支援等に関する専門的な研修

（３）専門性強化事業
・ 都道府県は、学識経験者、医師、弁護士等との連携体制を整備して、医学的見地からの助言、司法的対応への協力
等を得て専門性を強化

（４）カウンセリング強化事業
・ 虐待を受けた障害者又は虐待を行った者等に対する精神科医等による心理的側面によるケアの実施

３ 実施主体 都道府県

４ 補 助 率 １／２ （負担割合 国１／２、都道府県１／２)

○障害者虐待防止・権利擁護事業費（平成２２年度予算・新規事項） ３，４３５千円
１ 事業目的

国において、障害者の虐待防止や権利擁護に関して各都道府県で指導的役割を担う者を養成するための研修等を実施
し、関連する制度の周知等を行う。

２ 事業内容
各都道府県及び指定都市から５名程度の受講者の推薦を受け、年１回程度の研修を実施する。

３ 実施主体 国

平成22年度予算における障害者虐待防止対策等について 【別紙１】
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障がい者虐待の防止、障がい者の介護者に対する支援等に関する法律案の概要

障がい者に対する虐待が深刻な状況にあり、障がい者の自立及び社会参加にとって障がい者に対する虐待を防止することが極めて重要であること等
にかんがみ、虐待の禁止、国等の責務、障がい者保護のための措置、介護者支援のための措置等を定めることにより、障がい者虐待の防止、介護者支
援等に関する施策を促進し、もって障がい者の権利利益の擁護に資することを目的とする。

目的

１ 「障がい者」とは、身体・知的・精神障害があるため、継続的に日常生活・社会生活に相当な制限を受ける者をいう（障害者基本法２条）。
２ 「障がい者虐待」とは、①介護者による障がい者虐待、②障がい者福祉施設従事者等による障がい者虐待、③使用者による障がい者虐待をいう。
３ 障がい者虐待は、①身体的虐待、②性的虐待、③心理的虐待、④ネグレクト、⑤経済的虐待の５類型

定義

市町村及び都道府県の部局又は施設に、障がい者虐待に関する通報窓口、相談等を行う「障がい者虐待防止・介護者支援センター」としての機能を果
たさせる。

障がい者虐待防止・介護者支援センター

１ 平成22年４月１日から施行する。
２ 障がい者に対する虐待の防止等に関する制度については、施行後３年を目途に検討が加えられ、必要な措置が講ぜられるものとする。

定義

※ 虐待防止スキームについては、家庭の障がい児には児童虐待防止法を、施設入所等の障がい者には施設等の種類に応じこの法律、児童福祉法又は高齢者虐待防止法を、家庭の高齢
障がい者にはこの法律及び高齢者虐待防止法を、それぞれ適用。

虐待防止施策

１ 障がい者に対する虐待の禁止規定、障がい者虐待の防止等に係る国等の責務規定、障がい者虐待の早期発見の努力義務規定、介護者支援のための
措置に関する規定、公表規定等を置く。

２ 障がい者虐待の防止等に係る具体的スキーム

３ 学校、保育所等及び医療機関における障がい者に対する虐待への対応について、その防止等のための措置の実施を学校の長、保育所等の長及び
医療機関の管理者に義務づける。

障がい者虐待の発見

市町村センター

（家庭内） （障がい者福祉施設等） （事業所）

都道府県市町村 都道府県労働局

通報・届出

報告 報告

・事実確認（立入調査等）
・措置（一時保護、後見審判請求）

障害者自立支援法、社会福祉法等に基づ
く監督権限等の適切な行使

労働基準法、最低賃金法、障害者雇用促
進法等に基づく監督権限等の適切な行使

【別紙２】

4

（民主党・社会民主党・国民新党が提出した法案）



平成22年2月15日 - 衆 - 予算委員会 議事録（抜粋）

○高木（美）委員
最後に、時間が迫ってまいりましたが、長妻大臣に一点お伺いしたいのは、先ほど、制

度改革推進会議の中で虐待防止法も検討するというお話がありました。これは、まさに
緊急性を要する課題です。昨年七月九日、当時の自公案、そしてまた民主、社民、国民
新党の野党案、両方提出をして、廃案となり、こちらの方は、みんなの党も入りまして、再
提出をいたしました。
実は、ここまでの間も、既に虐待事例が発生しております。十一月、十二月、またことし

の一月、さまざまなこうした事例が発生していることを考えますと、私は、この虐待防止
法、一日も早く、やはり、虐待を受けても我慢するような貧困な社会ではなくて、障害を理
由として何人も虐待してはならないという、これを議員立法で進めていきたいと思ってお
ります。議員立法で出せない党内事情がおありであれば、閣法で一日も早く対処をすべ
きと思います。大臣はどのような御見解なのか、答弁を求めます。

○長妻国務大臣
今、議員の皆様方の間でいろいろ御議論しておられるというのは聞いております。
政府、内閣といたしましても、福島大臣が担当でございますけれども、例の障がい者制

度改革推進会議の議題に虐待防止法についても上っておりますので、これについても内
閣の中でも統一見解をまとめていく作業をしていくと同時に、議員各位の皆様方の御議論
も我々は見守っていきたいというふうに考えています。

【参考】
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